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上記評価の理由
自治会に広報配布を依頼することにより、正確かつ円滑に各世帯に配布されること及び地域住民のつながりが保たれることに

より地域活動の参加促進につながることから、今後も同様に継続実施する。

その他 現状維持

施策内相対優先度 B（高い） 左記の理由 「広報たがわ」等を配布することで、行政から市民へ情報伝達を行うことが出来る。

維持 ○ 廃止成果の
方向性

向上 見直し

減少

コストの方向性 今後の方向性

減少 維持 増加 拡充

事

務

事

業

の

１

次

評

価

公共関与の必要性 市が行うべき（民間も可能だが公共性高い） 合計

市民・時代のニーズ 普通
21

事業目的の必要性、優先度から見たコスト 事務事業に掛かるコストは 妥当

事業目的達成のための手段の最適性

9,177 9,418 10,083

概ね適切な手段である ランク

施策への寄与度 施策の達成にある程度の役割を担う
B

事業効果 市民全般に及ぶ

5,600

地方債 （千円）

全体事業費　①＋② （千円） 9,177 9,418 10,083

財

源

充

当

国県支出金 （千円）

その他 （千円）

　一般財源 （千円）

正職員工数 （人） 0.200 0.200 0.200

事務遂行上の

課題、問題点

事

業

経

費

項目 平成25年度決算 平成26年度（決算見込） 平成27年度（当初）

①　直接事業費 （千円） 3,577

その他職員工数 （人） 2.000 2.000 2.000

（千円） 5,600 5,600

3,818 4,483

目標値

成果指標

（事業本来の目的

に対する成果）

指標名 単位 H24年度 H25年度 H26年度

2 2 2

目的

１ 広報配布を自治会に依頼することにより、広報誌が正確かつ円滑に各世帯に配布され、人と人とのつながりが保たれ地域

活動の参加促進の一助となる。また、行政情報を地域住民に確実に伝達されることにより情報の共有が図られることを目的と

する。

活動指標

（成果を求めるため

に実施した活動量）

指標名 単位 H25年度 H26年度 H27年度 目標値

広報配布回数

2

回 24 24 24 24

報酬支出回数 回

根拠法令

概要
（事業内容）
１ 広報誌等を月2回、外務員２名により中間連絡員、組長、公的機関等に配布を行う。

対象 １ 各地区の中間連絡員、組長等２ 田川市区長会理事会役員及び各会員 対象者数 49,894人 100.0%

事務事業コード 5121-002 経費区分 その他

総

合

計

画

基本目標 期待と信頼に応え市民と共に歩む「さわやか」なまちづくり（行財政運営） 事業開始年度

政策 市民と共に歩むまちをつくる 事業終了予定年度

基本施策 安心して暮らせる地域コミュニティづくりを進める
事務区分

自治事務

主要施策 地域コミュニティ活動の強化 法定受託事務

責任者（課長等） 奥　優子 作成者 永野　陽輔

事務事業名 行政諸費 予算内複数事務事業

事務事業評価シート（平成26年度実績）
Ｈ26予算書説明欄経費名 広報配布事業費 H26年度当初予算額（千円） 3,913千円

担当課・係名 安全安心まちづくり課 市民協働推進係 作成年月日 平成27年7月29日

無
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